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予定議案                            ページ 

 １ 令和７年第１回市議会臨時会提出予定議案  ------------------  １ 

 

予算関係 

 ２ 令和６（２０２４）年度各会計補正予算総括表 --------------- ２ 

 ３ 令和６（２０２４）年度一般会計補正予算の内訳  ---------------３ 

 ４ 令和６（２０２４）年度一般会計補正予算の内容 ------------４～５ 

  



 

 

１ 令和７年第１回市議会臨時会提出予定議案 

 

 

 （議 案） 

 

１ 令和６（２０２４）年度函館市一般会計補正予算         【財務部ほか】 
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(単位：千円)

補 正 前 補 正 額 補 正 後

147,116,104 2,875,050 149,991,154

2,643,146 2,643,146

27,181,259 27,181,259

32,863,786 32,863,786

17,395 17,395

422,919 422,919

33,819,590 33,819,590

4,400 4,400

126,115 126,115

5,196,073 5,196,073

102,274,683 102,274,683

収 入 6,535,799 6,535,799

支 出 8,177,683 8,177,683

収 入 11,308,552 11,308,552

支 出 12,783,739 12,783,739

収 入 2,039,494 2,039,494

支 出 2,419,389 2,419,389

収 入 27,542,937 27,542,937

支 出 28,264,085 28,264,085

収 入 47,426,782 47,426,782

支 出 51,644,896 51,644,896

収 入 296,817,569 2,875,050 299,692,619

支 出 301,035,683 2,875,050 303,910,733
合　　　　　計

小　　計

会　　計　　区　　分

水 道 事 業

公 共 下 水 道 事 業

交 通 事 業

病 院 事 業

小　　計

企

　

業

　

会

　

計

地 方 卸 売 市 場 事 業

奨 学 資 金

自 転 車 競 走 事 業

国 民 健 康 保 険 事 業

港 湾 事 業

一 般 会 計

特

　

　

別

　

　

会

　

　

計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

母 子 父 子 寡婦 福祉 資金 貸付 事業

発 電 事 業

介 護 保 険 事 業

２　令和６(2024)年度各会計補正予算 総括表
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【一般会計・歳出】 (単位：千円)

補 正 前 補 正 額 補 正 後

56,987,081 1,938,100 58,925,181 ・ 住民税非課税世帯支援臨時特別給付金

給付事業関係経費 1,900,000

・ 社会福祉施設等物価高騰対策支援事業費 2,958

・ 社会福祉施設等食材料費支援事業費 16,670

・ 保育施設等物価高騰対策支援事業費 4,252

・ 保育所等給食原材料費支援事業費 12,000

・ 地域放課後児童健全育成事業費増 2,220

12,294,916 936,950 13,231,866 ・ 函館市プレミアム付商品券発行事業費 930,000

・ ＬＰガス利用者負担軽減支援事業費 6,950

77,834,107 77,834,107

147,116,104 2,875,050 149,991,154

【一般会計・歳入】 (単位：千円)

補 正 前 補 正 額 補 正 後

国庫支出金 33,442,075 2,558,978 36,001,053 ・ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金増 2,558,978

繰入金 3,636,837 316,072 3,952,909 ・ 財政調整基金繰入金増（1,813,827 → 2,129,899） 316,072

その他 110,037,192 110,037,192

147,116,104 2,875,050 149,991,154

【一般会計・その他】 （単位：千円）

【
繰
【繰越明許費・追加】

  ・住民税非課税世帯支援臨時特別給付金給付事業関係経費　 　　 　1,900,000 【保健福祉部】

  ・保育施設等物価高騰対策支援事業　 　 　　　　　 　  　　　 　　　　　　　 　 4,252 【子ども未来部】

　・保育所等給食原材料費支援事業                　　　　　　　　   　 　       12,000 【子ども未来部】

  ・地域放課後児童健全育成事業　                　　　　　　　　 　　　　　 　    2,220 【子ども未来部】

　・函館市プレミアム付商品券発行事業  　               　　　　 　　　　　　  930,000 【経済部】

　・ＬＰガス利用者負担軽減支援事業               　　　　　　　　　　            6,950 【経済部】

民 生 費

３　令和６(2024)年度一般会計補正予算の内訳

款 補　　正　　額　　の　　内　　訳

款 補　　正　　額　　の　　内　　訳

歳 出 合 計

そ の 他

商 工 費

国 庫 支 出 金

繰 入 金

歳 入 合 計

そ の 他
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(単位：千円)

[民生費・社会福祉総務費] 【保健福祉部】

1  住民税非課税世帯支援臨時特別給付金給付事業関係経費 1,900,000 1,900,000

既決予算額 0 → 1,900,000

[民生費・社会福祉総務費] 【保健福祉部】

2  社会福祉施設等物価高騰対策支援事業費 2,958 2,958

既決予算額 0 → 2,958

[民生費・社会福祉総務費] 【保健福祉部】

3  社会福祉施設等食材料費支援事業費 16,670 16,670

既決予算額 0 → 16,670

[民生費・保育サービス費] 【子ども未来部】

4  保育施設等物価高騰対策支援事業費 4,252 4,252

既決予算額 0 → 4,252

[民生費・保育サービス費] 【子ども未来部】

5  保育所等給食原材料費支援事業費 12,000 12,000

既決予算額 0 → 12,000

[民生費・子ども健全育成費] 【子ども未来部】

6  地域放課後児童健全育成事業費(光熱費等支援加算分) 2,220 2,220

既決予算額 0 → 2,220

[商工費・商工業振興費] 【経済部】

7  函館市プレミアム付商品券発行事業費 930,000 930,000

既決予算額 0 → 930,000

市民の消費や地域経済を下支えするため，10,000円で12,000円分の
　　　　紙の商品券を25万セット，電子の商品券を10万口販売（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ率 20%)

食材価格の高騰の影響を受けている施設の負担軽減を図るため，
　　　　　　　北海道の制度の対象とならない保育所等に給食食材購入費を助成

光熱費の高騰の影響を受けている施設の負担軽減を図るため，
　北海道の制度における保育所等への支援と同等の支援となるように
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　幼稚園等に給付金を支給

光熱費等の高騰の影響を受けている施設の負担軽減を図るため，
　北海道の制度の対象とならない放課後児童クラブに光熱費等高騰分を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委託料に加算

４　令和６(2024)年度一般会計補正予算の内容

科　　目　　・　　内　　容 事業費

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

光熱費の高騰の影響を受けている施設の負担軽減を図るため，
　　　　　　　　北海道の制度の対象とならない社会福祉施設等に給付金を支給

食材価格の高騰の影響を受けている施設の負担軽減を図るため，
　　　　　　　　北海道の制度の対象とならない社会福祉施設等に給付金を支給

令和６年度の住民税均等割が非課税である世帯に対し，３万円を給付するほか，
　　　　対象世帯内に18歳以下の児童がいる場合，児童１人あたり２万円を加算

[繰越明許費・追加]

・金 額 930,000千円

[繰越明許費・追加]

・金 額 2,220千円

[繰越明許費・追加]

・金 額 12,000千円

[繰越明許費・追加]

・金 額 4,252千円

[繰越明許費・追加]

・金 額 1,900,000千円
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(単位：千円)

[商工費・商工業振興費] 【経済部】

8  ＬＰガス利用者負担軽減支援事業費 6,950 6,950

既決予算額 0 → 6,950

2,875,050 2,875,050

【歳入（一般財源）】 【財務部】

9  物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 2,558,978 ▲ 2,558,978

既決予算額 2,535,000 → 5,093,978

【歳入(一般財源)】 【財務部】

10  財政調整基金繰入金 316,072 ▲ 316,072

既決予算額 1,813,827 → 2,129,899

ＬＰガス料金上昇の影響を受けている利用者の負担軽減を図るため，
　北海道の制度の対象とならない工業用利用者に対し，販売事業者を通じて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支援金を支給

科　　目　　・　　内　　容 事業費

財　源　内　訳

特定財源 一般財源

合　　　計

[繰越明許費・追加]

・金 額 6,950千円
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